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はじめに
　社会福祉士の養成教育課程は、社会福祉を取り巻く状
況の変化に対応した形で見直され、それが実習教育の体
系や実習教育に影響を与えている。このような認識のも
と、旧カリキュラムから新カリキュラムへの移行に伴い、
本学においても社会福祉実習教育（以下、「実習教育」
という。）の見直しとそれに伴う改善が必要であると考
えた。そこで実習教育の改善内容を明らかにし、実習教
育へ反映させ、本学実習教育の新たな構造化を行うこと
を目的として本研究に取り組むことになった。
　方法としては、社会福祉士法の改正とそれに伴う新旧
カリキュラムで求められている実習教育内容の検討によ

り、新カリキュラムに基づく実習教育の内容について理
解する。次に学生へのアンケート調査等を素材としなが
ら本学における実習教育の課題とその達成に向けた新た
な取り組みについての検討を行う。本研究が、実習教育
の改善につながり、実習教育の質的向上に向けた第一歩
になればと考えている。

１．実習教育の変遷
（１）社会福祉を巡る状況の変化と社会福祉士法改正に

ついて
　社会福祉士制度成立当初においては、措置を中心とし
た社会福祉制度であった。しかし、近年の社会福祉士を
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表１　社会福祉士の定義規定の見直し

表２　社会福祉士の義務規定の見直し
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表３　実習教育内容の新旧対照表註３）

取り巻く状況の変化とそれに伴う福祉ニーズの変化によ
り、社会福祉の実施体制の転換が必要となった。現在は
利用者の尊厳と自立を基調に契約によって各種の福祉
サービスが提供される時代にあり、そのもとで専門性の
高い専門職業人養成教育を行うためには、一定の養成教
育水準が担保される方策と、社会福祉士養成の仕組みを
見直す必要が生じた註１）。加えて社会福祉士を巡る状況
も変化し、保健医療・教育・司法・労働領域における社
会福祉士の職域拡大を図ることの必要性も生じた。この
職域が拡大することにより、社会福祉士の役割も拡がり、
それに伴う「相談援助」のための新たな知識や技術の整
理が必要となった。
　これらの状況を受けて 2008 年には「社会福祉士及び

介護福祉士法」が改正され、社会福祉士の定義、義務規
定が以下のように見直された（表１・表２）。
　表１、２から、法改正後の社会福祉士は、地域を中心
に、福祉サービス提供者並びに保健医療サービス、その
他のサービス関係者との連絡・調整、連携に主眼が置か
れていることがわかる。

（２）実習教育と新旧カリキュラムの概要
　社会福祉士を取り巻く状況が大きく変化しているなか
で、求められる社会福祉士像を踏まえ、福祉に関する相
談援助の専門的知識と技術を有し、適正な福祉サービス
の提供を可能にする実践力の高い社会福祉士を養成する
ためには、社会福祉士の養成課程における教育内容を見
直すとともに、その標準化を図るべきではないかという
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提言がなされた註２）。
　これを受けて社会福祉士養成教育は “ カリキュラム ”
と“実習・演習科目のあり方”、そして“実習指導の時間”
の質の担保・標準化を計ることが検討された。ここでは、
“ 実習教育の改善 ” を研究題目にしているので、実習教
育内容についての改正前後の概況を新旧対象表より見て
いくことにする（表３）。
　また、実習指導者については、実践力の高い社会福祉
士を養成する観点から、実習教育の質の向上を図るため、
資格取得後３年以上の実務経験を有する社会福祉士であ
ることに加え、新たに実習に関る指導法など、一定の内
容の講習会の受講が義務付けられたということ註４）、加
えて相談援助の一連の課程を網羅的かつ集中的に学習で
きるよう ｢実習は１の機関において 120 時間以上行う
ことを基本とする」ことが定められた。

２．新カリキュラムに基づく本学の実習教育の課題
（１）新カリキュラムによる実習教育の実際
　本学では 2009 年度から新カリキュラムによる実習教
育が編入生を対象として開始された。翌 2010 年度には
旧カリキュラムとの並行開講を経て、2012 年度ではす
べての実習教育が新カリキュラムに移行した。本学の新
旧カリキュラムにおける実習教育の概要を表４に示す。
　本学の実習教育は２年次後期からの指導Ⅰ、指導Ⅱ、

実習、そして３年次後期の指導Ⅲまでの１年半である。
旧カリキュラムでは指導Ⅱ及び指導Ⅲのそれぞれの途
中に実習が約２週間あり、その前後に実習直前指導及び
実習後指導を行っていた。新カリキュラムでは規定実習
時間を連続して一つの実習配属機関（以下、「配属機関」
という。）で実習することを原則として、７～９月に実
施している。その結果、指導Ⅱが実習直前指導、指導Ⅲ
が実習後指導と各授業科目の目的が明確となった。
　各区分の具体的な講義内容の概略では、指導Ⅰは実習
の導入として、主体的に学ぶ姿勢を身に付け、実習に必
要な基礎知識の習得を目的としている。具体的な講義内
容は、各実習分野註６）の具体的な実習内容についての解
説（以下、「分野講義」という。）、学生の希望アンケー
トに基づく配属機関決定のための面接、配属機関の仮決
定註７）及び当該年度実習生の実習報告会への参加などで
ある。なお、配属機関の仮決定以降の講義は、指導Ⅱ及
び指導Ⅲを含め、原則、配属機関分野別のクラス単位に
より実施している。
　指導Ⅱは、学生自らが実習での学習内容を検討し、目
的意識を持ち、意欲的に実習に臨むことができるように
なることを目的とし、配属機関の正式決定、配属機関の
事前調査、実習計画書の作成、実習マナー及び配属機関
への事前訪問（実習開始期日の１ヶ月前）などである。
また、実習期間中の巡回指導及び帰校指導（計４回）も

表４：新旧カリキュラムにおける社会福祉実習教育の概要
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含まれている。
　実習では、社団法人日本社会福祉士養成校協会による

『「相談援助実習」ガイドライン（案）』（以下、「ガイド
ライン」という。）の３段階実習に基づいての実習を基
準とした内容となるよう配属機関に依頼している。
　指導Ⅲでは実習での学びの一般化・理論化を目的とし
て、実習の振り返り、実習報告会の準備及び発表を行う
こととしている。

（２）2012 年度までの新カリキュラムによる実習教育
における課題とその対応

　表４に示したとおり、新カリキュラムによる実習教育
は、旧カリキュラムの夏実習と秋実習を統合しての夏休
み期間を利用しての実習期間の設定及び各区分の指導内
容などをほぼそのまま移行しただけの、いわば単純移行
である。旧カリキュラムとの並行開講及び 2011 年度ま
での実習教育の実践から、本学の実習教育を新カリキュ
ラムで要求される実習教育に対応できる教育内容とする
ためのいくつかの課題が明らかになってきた。
　課題の一つは、実習直前指導に充当できる時間数が少
ないこととその教育内容についてである。まず、実習直
前指導の時間数では、実習の内容が拡充されているにも
かかわらず旧カリキュラムに比しても約２分の１と少な
くなっている。時間数が最も少ないのは実習が７月初め
から始まる場合であり、この場合では５月下旬から６月
初めが事前訪問となり、配属機関の事前調査及び実習計
画書の作成のための期間はわずか約２ヶ月となる。また、
教育内容についての課題としては、実習のイメージ化が
困難な学生への対応が必要となってきていることがあげ
られる。イメージ化が困難な理由の一つとして、３段階
実習の内容を自らの実習の学びと結びつけることが困難
なことが考えられる。これは、本学としてのガイドライ
ンに基づく３段階実習の具体化が不十分であり、その結
果として学生への指導が十分になされていないことが考
えられる。また、学生の多くが実習以前に福祉施設や機
関などでのボランティア活動を初めとする福祉の現場や
利用者との直接的なかかわりの経験が乏しく、実際の福
祉の現場や利用者をほとんど知らないことがあげられる。
　二つには、実習期間が長期間となり、またその内容も
拡充していることに対応するための実習生への指導体制
の確立や実習内容の充実のためにも、これまで以上に実
習機関、実習指導者との連携の強化が必要なことである。
　これらの課題に対し、実習教育の質的向上を図るため
に、次のような対応が必要であると考えられた。

①実習での学びの充実を図るために、実習直前指導
の量的質的な充実を行うこと。

②実習で学ぶ内容をより具体的に検討できるように
するために、本学としての３段階実習における実
習内容及び到達目標の具体化を行うこと。

③実習期間の長期化への対応や実習内容の充実のた
めに、実習指導者をはじめとする実習機関との連
携をより積極的に行うこと。この連携は①の改善
に資するばかりでなく、実習教育の改善を継続的
に行うことも可能になると思われる。

３．実習教育の課題達成に向けた本学の新たな取
り組み

（１）社会福祉実習の目標と具体的内容の設定
　実習教育の課題達成に向けた新たな取り組みとして最
初に着手したのが、本学における社会福祉実習の目標と
具合的内容の設定である。これは、ガイドラインに基づ
く３段階実習の具体化が本学において不十分なことから
起きた教育内容としての課題である。本学社会福祉実習
担当教員で内容を検討して、それぞれの段階において学
生が行う実習を具体的に明記し、時系列に整理し、本学
における「社会福祉実習の目標と内容」として完成させ
た（表５）。実習機関にはこの内容に沿った実習をお願
いするとともに、学生にも指導Ⅰの初回講義（ガイダン
ス）で説明することになった。

（２）実習直前指導の充実
１）量的充実を図る取り組み
　実習直前指導の量的充実を図るためには、新たな授業
科目の開講は困難であることから、実習前の現行の開講
科目の中で講義内容を変更することにより実習直前指導
に充当できる時間数を増やすことが必要である。そこで、
指導Ⅰの教育内容を見直すことにより、実習直前指導の
内容を追加することの可否を検討した（表４）。
　昨年度までの指導Ⅰでは分野講義が講義回数の約２分
の１を占めていた。そこで、分野講義が学生の実習分野
決定に与える影響についての評価を行い、分野講義に当
てる講義回数の減少の可能性について検討することを目
的に 2012 年度実習生を対象としたアンケート調査を実
施した（林・伊藤・吉村 2012）。
　この調査の結果によれば、指導Ⅰにおける分野講義が
実習分野決定に大きな影響を与えているとは考えること
ができず、また、積極的な理由になっているとも考えら
れなかった。したがって、分野講義は実習分野決定にあ
まり影響を与えているとはいえず、分野講義の講義回数
をこれまでより減らすことが可能であるといえた。
　この調査結果を受け、2013 年度より指導Ⅰにおける
分野講義の講義回数を減らすことにより配属機関の仮決
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定の時期を前倒しし、指導Ⅰの途中から実習直前指導を
始められるように教育内容を見直すこととした。これに
より、実習直前指導の量的拡大を行うことができること
となった。
２）質的向上の取り組み
　実習直前指導の質的向上および充実を図るため、まず
は学生の実習意欲を段階的に高めていくことが必要であ
ると考える。これに関して、2012 年度実習生に実習前
アンケートを行い、実習前の意欲に関する項目について
たずね分析を行った（吉村・林・伊藤 2012）。その結果、
アンケート回答学生（n=17）の内、６割以上が実習先
の事前訪問に行くことにより実習意欲がとても高まった
と感じていたことがわかった。つまり、実習先への事前
訪問は実習前の意欲を高める上で影響を与えたと考えら
れる。
　この調査結果から、学生が早い段階から実習先である
福祉実践の場に足を踏み入れることで実習前の意欲が高
まり、実習直前指導の質的向上につながるのではないか
と考える。そこで、2012 年度に指導Ⅰを受講する学生
において、配属機関が仮決定した段階で配属機関への見
学を実施することとした（以下、「実習先見学」という。）。
　2013 年度に実習を行う学生において今年度より配属
機関仮決定後の約２カ月以内、おおむね後期の授業が終
了するまでの間に実習先見学を行うこととする。この実
習先見学を行うことにより、次年度の実習事前指導（指
導Ⅱ）の授業開始前の早期に学生が実習機関や利用者の
理解を深め、また実習意欲を向上させ、実習直前指導の
充実を図ることが可能となると考える。またこの実習先
見学と、実習開始１カ月前の「事前訪問」とは目的と位
置づけに違いをもたせ、学生が段階的に事前学習を行え
るようにするものとする。
　実習先見学の主な目的は、配属機関への見学をとおし
て学生が配属機関における福祉実践及び利用者等につい
ての理解、具体的なイメージをつかむこと、実習への理

解を深め、また実習意欲を高めることである。具体的な
ものとして、まず一つは実習先見学、資料収集、聞きと
り等を通して各自の実習イメージを具体的につかみ、今
後の事前学習や実習計画書の作成につなげることである。
そして二つ目に実習指導者に自己の実習志望の動機を説
明し、助言を受けて明確化をはかることを目指していく。
　また、実習先見学を実施するにあたっての手順につい
て、配属機関仮決定後約２カ月以内、おおむね後期の授
業が終了するまでのあいだに実施することとする。手順
として、学生から実習指導者へ実習先見学をさせていた
だきたい旨の依頼を行い、日程調整を行う。その後、実
習先見学を各自において実施する。（以下、図１を参照）
　そして、実習先見学の実施について、施設内見学およ
び説明いただく時間等含め、おおむね２時間程度で以下
の実施内容５点につき例示的に依頼をする。

＜実習先見学の実施内容（例示）＞
①実習施設・機関内を見学させていただき、配属機

関の全体を把握する。
②パンフレットや事業概要をもとに説明いただき、

機能や役割の概要をつかむ。
③利用者の方と関わりをもたせていただき、利用者

理解を深める。
④学生より実習指導者へ志望動機を説明し、何を学

びたいのか現段階での自己の実習イメージを伝え
る。可能であれば助言を受ける。

⑤配属機関から学生へ今後の事前学習で学ぶべき知
識、ポイントなどを伝えてもらう。

　
　この実習先見学により、学生自身の実習への意識を早
い段階で高めることが可能となり、事前学習の前段階に
実習イメージや理解の深まりが期待され、充実が図られ
ると考える。

図１　実習先見学から実習開始までの事前学習の流れ
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（３）実習施設との連携強化
１）実習における課題の共有化（実習生及び実習指導者

アンケートの実施から）
　まず一つに、今年度の本学の実習生を対象に、実習開
始前アンケートを実施した。この調査は実習における現
状と課題を明らかにし、学生への実習教育等の改善や工
夫をはかるための具体的な提案を検討していくことを目
的としている。主な項目として「実習開始にあたって準
備学習の状況」、「実習開始にあたって感じていること（実
習前の意欲に関する項目及び実習前の不安に関する項
目）」「社会福祉の仕事に関する進路希望への意思」の３
点に関する項目についてたずねている。また、本調査は
実習開始前（事前訪問後～実習開始前期間）と実習終了
後の２回実施し、実習をはさんだ前後の変化について詳
しく分析していく。　　　
　また、二つ目に今年度実習の受け入れ機関において、
実習指導者を対象に実習教育の質的向上を図るためのア
ンケート調査を実施する。新カリキュラムによって同一
実習先での実習期間の増大、実習内容を３段階に構造化
するなど大きな変更が行われた。本アンケートではこれ
らの改正点を生かし、実習指導者と共に新カリキュラム
実習の実際及び課題の全体像を明確にすることをねらい
として行うものである。
　そして実習生アンケート及び実習指導者アンケートの
各結果を分析し、本学における実習教育の実態把握を行
う。そこから今後の課題を導き、実習指導者と共に課題
の共有化をはかっていきたいと考える。　　　　　　　
２）実習懇談会における分科会の充実
　上記の実習生アンケート及び実習指導者アンケートか
ら抽出した課題をもとにして、実習後に例年実施してい
る本学の実習懇談会の分科会において実習指導者との議
論をより充実させていきたいと考える。本学の実習懇談
会の分科会では、社会福祉実習担当教員と実習指導者に
おいて当年度の実習について振り返り、意見交換する重
要な機会となっている。今後はアンケート調査の結果を
生かし、課題について焦点化をはかりながら進めていき、
本学の実習をより向上させていくための具体的方法を実
習指導者と共に探る機会としていく。そして実習先指導
者と継続的に実習教育の充実について検討を行っていき
たい。
３）実習プログラムの共有開発による取り組み　　　　
　今年度より実習担当教員において「社会福祉実習の目
標と具体的内容の設定」を行い、本学の実習において目
指すべき実習プログラムを作成した。今後は本学の目指
すスタンダードな実習プログラムと各実習先の実習プロ

グラムの内容を融合させていき、共有しながら開発を
行っていきたいと考える。それにより、各実習先の特色
を加味しながら実習生が身につけるべき事項とそのため
の具体的方法について深めていく。　　　　　
　こうした実習プログラムの共有開発に向けたプロセス
のなかで実習担当教員と実習指導者の双方において、次
世代を担うソーシャルワーカーに必要な資質とは何であ
るかを相互に模索し、共有化していくことにつながるの
ではないかと考える。

おわりに　―今後の課題―
　今回の報告においては、実習教育の旧カリキュラムか
ら新カリキュラムへの移行に連動し、本学の実習教育プ
ロセスを見直す必要性が明確となった。そのため 2013
年度実習生に向けて本年度より「実習先見学」をはじめ
とした、実習前教育の新たな取り組みを試行的に導入し
ていく。これについては学生の事前学習や実習意欲等へ
の実質的効果について検証をしていく必要がある。
　また、2012 年度実習生に実施している実習事前事後
アンケート、実習指導者アンケートを分析し、実習生と
実習指導者（実習機関側）の実態、意見を積極的に取り
込む教育の改善をはかっていきたい。これは実習教育シ
ステムを構築するなかで社会福祉実習担当教員による視
点の偏りや、実習生、実習機関の実情と乖離が生じない
教育システムを目指していくために重要な点と考える。
　さらに、実習懇談会において焦点化された議論を重ね
ていき、経年的に議論を蓄積し、実習機関と実習への認
識のすり合わせをしていく必要がある。社会福祉実習
担当教員と実習指導者が共に福祉の担い手であるソー
シャルワーカーの人材育成への共通認識を模索してい
けるような実習懇談会のあり方を検討していくことも
求められる。
　現時点においては本学の実習教育の改善に向けて試行
的な段階であるが、今後は実行と検証を繰り返しながら、
実習生や実習機関にとって有益な実習教育となり得るよ
う追及していきたい。

　本稿は、「２」「３・（２）・１）」を林が、「３・（２）・２）」「３・
（３）」「おわりに」を吉村が、「はじめに」「１」「３・（１）」を伊
藤が担当し、全員で調整を行った。
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